様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2024年2月22日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃ　とやまでーたせんたー
一般事業主の氏名又は名称　株式会社トヤマデータセンター
（ふりがな）くろさわ　あきら　　
（法人の場合）代表者の氏名　　黒澤　　章 　　印 
住所　〒930-0016
富山県富山市柳町１丁目１番１１号
法人番号　3230001001970　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進に向けた取り組み


	公表日
	　　　　2024年2月7日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社トヤマデータセンター公式ウェブサイト
HOME > DX推進に向けた取り組み > 経営ビジョン（DXビジョン）を実現するビジネスモデルの方向性
https://www.tdc-ict.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	近年のICT環境変化は凄まじく、次々に登場する新技術により、我々のビジネススタイルやライフスタイルは大きく変化しております。
当社はデジタルの活用により業務を変革し、新しい製品やサービスを創出することを目指しており、クラウド・IoT・ニューデバイス・CAE・ビッグデータの５テーマで研究を進め、自ら活用することで最新技術の向上を図っております。
また、デジタル活用だけでなく、日々変化する環境や市場をスピーディにとらえるために、社内に分散しているシステムを相互連携させ、リアルタイムで経営状況や営業状況の見える化を進め、これまで以上に経営、事業判断のスピードを向上させて参ります。これらの「経営データの見える化」に加え、現場においても施策の結果をデータ閲覧、分析できるようにすることでデータに基づいた仮説提案を推進するなど、経営・現場の両軸での情報武装化を進めて参ります。
先端技術の活用と、データドリブンな事業活動により「ICT プロフェッショナル集団」として進化し続けて参ります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会に準ずる経営の重要事項を決議する「常務会」にて2023年3月1日に承認決議



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進に向けた取り組み

	公表日
	　　　　2024年2月7日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社トヤマデータセンター公式ウェブサイト
HOME > DX推進に向けた取り組み > 当社のDX戦略
https://www.tdc-ict.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	当社は以下戦略を実現することで当社のかかげるビジョン、ビジネスモデル実現を目指して参ります。
１．経営情報の見える化に向けた取り組み
企業活動を積極的に且つスピード感を持って展開するには、社員一人ひとりが、経験や勘に依存するのではなく、客観的なデータに基づいた正確・迅速な現状把握と、意思決定が必要です。
当社は複数のシステムを連携し、データを蓄積することにより経営情報、事業別数字の見える化する仕組みを構築します。
これらの仕組みにより、単純な経営数字の把握だけでなく、案件の受注・売上情報の見える化に加え、事業別、顧客別・商品別等のセグメント別データ分析が可能となり、社員自らがデータ分析を行える環境を構築します。日々変化する環境や市場をスピーディにとらえ、経営や現場での意思決定において仮説と検証を回していくことで、スモールスタート、スケールアップを実現し収益性向上を図って参ります。

２．顧客価値向上への取り組み
顧客への価値向上を図るために、提案に際して顧客課題を解決する複合的な製品、サービスの組み合わせを提案する必要があります。
販売管理システムとCRM（顧客管理システム）に蓄積された各種データを一元管理し、顧客タイプ別にどのようなサービスとどのようなサービスの組み合わせが顧客への最適提案か、分析・活用できる仕組みを構築します。
これらのデータ連携により、営業部門は売上・案件情報の動向に加え、業種特有の課題共有が可能となり、顧客の問題解決と顧客満足度の向上を図って参ります。
また、これら課題解決に資する様々な要素の組み合わせにより、さらに新しいビジネスモデル創出を推進して参ります。

３．顧客向け DX ソリューション提供
当社が注力しております製造業マーケットは、恒常的な人手不足となっております。当社は先端のデジタル技術を活用し、今後更に深化する人材不足という顧客の抱える課題を解決するソリューションを生み出して参ります。
　特に、当社が注力している製造業向けソリューションは、システムをクラウド化しいつでもどこからでもデータにアクセス可能な環境とすることで、タブレットやスマートフォン活用によるペーパーレス化を促進します。そのうえで、生産設備等の実績データを自動収集、更に BI ツールと連携させる事で生産管理システム上のあらゆるデータを分析し、より顧客の生産性向上を図るための“製造現場の DX 化のサポート”を実現いたします。

当社はヒト・モノ・カネに続く、第四の資源であるデータを活かすことが企業における競争優位性の確保に重要と考えております。当社戦略はデータ活用を前提としており、戦略実現により、事業運営のスピードアップや顧客への新しい価値創造、新しいビジネスモデル作りを目指しております。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会に準ずる経営の重要事項を決議する「常務会」にて2023年3月1日に承認決議




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	株式会社トヤマデータセンター公式ウェブサイト
HOME > DX推進に向けた取り組み > DX推進体制
及び
HOME > DX推進に向けた取り組み > DX人材育成戦略
https://www.tdc-ict.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	当社は  DX 戦略を実現するため、2023年3月1日に部門横断型の「DX推進委員会」を設置し、同委員会の責任者は代表取締役が務め、推進して参ります。
DX 推進委員会は定期的に開催する戦略会議において、各部門が計画するDXプロジェクトの進捗確認及び必要な投資を迅速に意思決定して参ります。
　また、戦略実現に向けた人材の育成・確保に注力して参ります。当社は「真のICTプロフェッショナル集団」として進化し続けるために、高度なデジタル人材の育成にも力を入れており以下資格取得、教育受講を目指しております。

≪人材育成　目標数値≫
ITコーディネータ　　　　　　　10名
Microsoft　MCP 認定取得者　延べ75名　
DXサポーター養成講座　　 10名受講　



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	株式会社トヤマデータセンター公式ウェブサイト
HOME > DX推進に向けた取り組み > DX戦略推進に向けた環境整備
https://www.tdc-ict.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	攻めのDX戦略実現のため、今後も継続的に投資予算の配分を行って参ります。

＜データ利活用に向けた基盤整備計画＞
当社はデータ利活用に向けてシステム基盤を以下計画で強化して参ります。

2024年5月：販売管理システムの改修を完了予定
2025年3月：販売管理システムおよび経理システムの
連携完了予定
2025年11月：ＳＥ部 所有のCRM情報を全社システムに
連携完了予定
2026年2月：ＣＳ部 所有のCRM情報を全社システムに
連携完了予定



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進に向けた取り組み

	公表日
	　　　　2024年2月21日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社トヤマデータセンター公式ウェブサイト
HOME > DX推進に向けた取り組み > DX戦略達成指標
https://www.tdc-ict.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	当社の掲げる３つの戦略実現のためには、事業基盤を強化すると共に高度デジタル人材の育成が重要となります。その指標として当社では推奨資格及び育成人数を定め、その進捗を管理して参ります。

＜推奨資格　※2026年度まで＞
　・ITコーディネータ　　　 10名取得
　・Microsoft MCP 認定取得者　延べ75名
　・DXサポーター養成講座　　10名受講

また、戦略１「経営情報の見える化に向けた取り組み」については、現在、システム基盤を強化しており、その改修状況が戦略達成に大きく影響を与えることから改修状況の進捗を達成指標として設定いたします。

＜改修スケジュール＞
2024年5月：販売管理システムの改修を完了予定
2025年3月：販売管理システムおよび経理システムの連携完了予定
2025年11月：ＳＥ部 所有のCRM情報を全社システムに連携完了予定
2026年2月：ＣＳ部 所有のCRM情報を全社システムに連携完了予定

さらに戦略２「顧客価値向上への取り組み」および戦略３「顧客向け DXソリューション提供」については、顧客へのDX関連売上5,000万円達成（2026年度）を指標として設定いたします。

当社の掲げる戦略２「顧客価値向上への取り組み」は、顧客タイプ別にどのようなDX関連サービスの組み合わせが顧客への最適提案か、分析・活用できる仕組みの構築であり、それらの活用による顧客への提供価値向上を目指したものです。
加えて、それら分析をベースにテーマ別先端技術の研究を推進することによる戦略３「顧客向け DXソリューション提供」も取り組んでいることから、両戦略の指標として顧客へのDX関連売上を設定し、戦略達成に向け進捗を管理して参ります。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2024年2月7日


	発信方法
	代表取締役名で、当社ウェブサイトにて当社におけるDX推進の取り組みや戦略の推進状況について発信しております。
株式会社トヤマデータセンター公式ウェブサイト
HOME > DX推進に向けた取り組み > DX推進の進捗状況
https://www.tdc-ict.co.jp/pdf/dx/dxreport.pdf 

	発信内容
	≪公表内容サマリ≫
１．システム基盤強化
客観的なデータに基づいた意思決定、顧客価値向上への取り組みを実現するために、システム基盤を強化しており、その進捗状況を達成指標として設定しております。
現在の進捗は以下の通りです。

（１）改修スケジュール
　　2023年5月：販売管理システム　インボイス対応のためのシステム改修仕様決定
　　2023年9月：販売管理システム　インボイス対応のためのシステム改修完了
　　2024年1月：販売管理システム　第一ステップ改修仕様決定

２．資格取得
高度な技術力獲得に向け、資格取得を推奨しており、その資格取得の進捗状況を達成指標として設定しており、現在の資格取得状況をウェブサイトにて公開しております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2023年3月頃　～　継続実施中


	実施内容
	DX推進指標による自己分析を実施し、IPA自己診断フォーマットに入力し、添付提出しております。
最新のデジタル技術については、DX推進プロジェクトの総責任者である代表取締役が中心となってその動向を把握するとともに、評価したうえでお客様向けのソリューションへの適用の可能性を検討しております。また、自社のITシステムについては、ビジネス環境や利用状況をふまえ、情報資産の現状を定期的に分析・評価し、取締役会等で議論しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2012年8月頃　～　継続実施中


	実施内容
	当社はICT企業として当社が取り扱う様々な情報資産について、高い安全性と信頼性をもって確保すべきであると考え、情報セキュリティは経営上の重要な課題であると認識しています。お客様並びに社会に対してその責務を果たすため、「情報セキュリティ方針」を定め、継続的に実施していくことを宣言しております。

HOME > 情報セキュリティ
https://www.tdc-ict.co.jp/security/

１．適用規格：ISO/IEC 27001:2013
登録証番号:48453A
登録日：2012年8月16日
※認証範囲は富山支店、新潟支店

２．自然災害に対する事前対策「事業継続力強化計画」が経済産業省により認定
認定日：2022年2月24日

３．上記以外での当社におけるセキュリティ対策

（１）全社員を対象に、情報セキュリティの重要性の再認識及び意識向上を目的に年一回の情報セキュリティ研修を実施、また修了テストによる理解度の確認
（２）年一回の情報資産調査を実施し管理部門に報告
（３）新たな脅威発生、世の中で発生したセキュリティインシデント、ICT環境の変化に加え、当社内部の課題変化を元に現在のセキュリティ対策の有効性を検証し必要であれば見直しを実施
（４）取引先より定期的、不定期に要求される下記書類を提出、点検の実施
　・企業の社会的責任（CSR）への取り組みに関する調査
　・情報セキュリティーに関する調査票
　・情報管理状況チェック（立入点検）　　など

上記に加え、当社取り組みとして、情報セキュリティ委員会を設置し、セキュリティ対策・緊急インシデント発生時の対応方法、管理体制の見直しや再発防止計画を作成しPDCAを回すことにより基準を継続的に改善していくことで情報セキュリティの確保に努めております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

